
（平成27年度版）

佐賀県の給与・定員管理等について

１　総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

（注） 人件費には、特別職の職員(知事、県議会議員等)に支給される給料、報酬等を含みます。

(2)職員給与費の状況（普通会計決算） (参考)

（注）１　職員数は、平成26年4月1日現在の人数です。

      ２　職員数には、東部工業用水道局の職員及び特別職の職員は含みません。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員

　を含んでいない。

(3)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を
　　用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合
　　の値です。

(4)給与改定の状況

①月例給

　　　

（注） 「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額です。

②特別給（期末・勤勉手当）

　　　

月 月

（参考）

住民基本台帳人口

(平成27年1月1日)

人　

847,424

歳 出 額

勧　告
（改定率）

0.20

区　分

区　分

民間給与
(A)

公務員給与
(B)

千円

7,123

公務員の支給月数民間の支給割合

人事委員会の勧告

区　分

6,892

4.204.18

(A)-(B)

27年度

給　 料

千円

0.08

月
(A) (B)

27年度

0.20%

（改定月数）
月

0.10

月 月

4.10

9,582,573

国の年間支給月数

21,552,931

427,241,064 5,368,649

(A)

千円

123,084,889
26年度

4.20

年間支給月数

26年度

職員数

(A)

人

90,427,804

給与費

　　計　　(B)

人事委員会の勧告

801円
(0.22％)

較　差
(A)-(B)

職員手当

千円

13,120

区　分

59,292,300

　　　　　千円

一人当たり給与費
(B)/(A)

人 件 費 率

(B)/(A)

人 件 費

較　差

国の改定率

（参考）
給与改定率

千円

28.8

％

実 質 収 支

千円

(B)

期末・勤勉手当

勧　告

千円

(参考)

25年度の人件費率

％

27.7

都道府県平均一
人当たり給与費

0.36%

千円

366,664 円

（注）　「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」
    　 は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

365,863 円

100.1
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佐賀県 都道府県平均

（単位：％）

(H24.4.1) (H25.4.1) (H26.4.1) (H27.4.1) (H24.4.1) (H25.4.1) (H26.4.1) (H27.4.1)
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(5)給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　］

②地域手当の見直し

③その他の見直し内容

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組む
とされている。

（内容）　
　給料表の構造は、50歳台後半層の職員が多く在職する高位号俸を大きく引き下げた国の行政職俸給表（一）の構造に準じて見直し
を実施した。
　給料表の水準は、佐賀県の民間給与の水準と均衡している26年度改定後の給料表の水準と同水準となるようにした。

(A) (B)

都道府県平均

43.1

平均年齢

419,584

（給料表の改定実施時期）　平成27年４月１日

（地域手当の改定実施時期）　平成27年４月１日
（内容）
　医療職給料表（一）の適用を受ける職員（医師及び歯科医師）に対する地域手当の特例の支給割合（現行15％）は、県の医師の給
与水準と民間の給与水準を考慮し、16％とした。

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施した。（平成27年４月１日実施）

47.5

佐賀県

公務員

43.3

43.5

-

国

343,275

参考

359,460

374,044

333,600 412,748

佐賀県

都道府県平均

区  分
職員数

-

-

平均年齢

12

対応する民間
の類似職種

-

-

県内民間

40

自家用乗用
自動車運転者

調理士

用務員

213,10044.8

165,800

-

333,258

289,141

321,300

(国比較ベース)

-

 平均給与月額

200,30054.6

平均給与月額

260

146 328,305 342,953

 平均給与月額

うち用務員

うち
運転技術員

うち守衛

330,741

53.9

332,143

-

367,812

50.4

54.4

51.6

320,1008

386,250

-

50.2

362,388

58.0

守衛-

344,350 337,988うち調理員

国 2,994

-

396,342

区　　分

-

328,318

-

318,300

(A)/(B)

-

-

1.62

1.81

2.39

平均給与月額平均給料月額平均年齢

平均給料月額

334,283 408,996

（注）１　「平均給料月額」とは、27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当
　　　　の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）
　　　　で算出している。

（国比較ベース）

平均給与月額

363,809
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円 円

円 円

円 円

円 円

③高等(特別支援･専修･各種)学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

④小・中学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

⑤警察職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

民間
(D)

2,788,000

2,774,400

2,204,300

平均給与月額

佐賀県

317,165

年収ベース（試算値）の比較

参考

平均給料月額

国 369,393

45.6

-

5,456,100

5,711,556

6,251,004

-

-

平均年齢

-

（注）１　技能労務職の職種と県内民間の職種の比較にあたっては、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもので
　　　　はなく、単純な比較はできません。
　　　２　県内民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されている都道府県別の直近３ヶ年（平成24年～26年）のデータを平均
　　　　（各年度の労働者数で加重平均）したものです。
　　　　　当該データは、企業規模10人以上の常用労働者（※１）のうち一般労働者（※２）について集計されているものであり、正社
　　　　員・正職員以外の労働者を含んでいます。
　　　３　県内民間データの「用務員」は、賃金構造基本統計調査で都道府県別のデータが未公表であるため、全国のデータを使用して
　　　　います。
　　　４　年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に
　　　　支給された期末･勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。
　　　５　技能労務職員の「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ
　　　　ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　　　    ※１　「常用労働者」とは、次の①から③までのいずれかに該当する労働者です。
　　　　      ①期間を定めずに雇われている労働者
　　　　      ②１ヵ月を超える期間を定めて雇われている労働者
　　　　　    ③日々又は１ヵ月以内の期間を定めて雇われている労働者のうち、４月及び５月にそれぞれ18日以上雇用された労働者
　　　　　※２　「一般労働者」とは、短時間労働者（１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い又は１日の所定労働時間が一般の労
　　　　　　　働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者）以外の労働者です。
　　　６　職員数が３名以下の職種については、記載していません。

平均給与月額

-

45.0

422,193

443,257

43.3

(C)/(D)
(C)

公務員

平均年齢 平均給料月額

平均給料月額

2.8

2.1

うち調理員

うち用務員

うち
運転技術員

うち守衛

41.2

382,223

428,084

2.0

38.6

都道府県平均

都道府県平均

381,390

区　　分

区　　分

平均給与月額

区　　分

平均給与月額

383,155

佐賀県

区分

-

38.8

366,870

-

316,161

（国比較ベース）

366,907

都道府県平均

418,871

422,795 338,279

平均年齢

佐賀県

佐賀県

458,794321,121

44.8

（注）１　「平均給料月額」とは、27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当
　　　　の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）
　　　　で算出している。
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(2)職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）

円 円

円 円

円

円

円

円

円

円

円 円

円 円

（注）　本県の警察職の大学卒初任給は、採用された者が大学卒（新卒）である場合の初任給を示しています。

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）　該当階層の職員数が３人以下の場合は、近似の階層の平均額を記載しています。

　 　近似の階層にも４人以上の該当がない場合は、記載していません。

415,780 428,183

- -

405,743

- 310,275

427,627 442,013

- -

-

経験年数10年

技能労務職

高等学校教育職

小・中学校教育職

警　察　職

教育職

-

399,298

-

-

-

-

-

381,563

-

短大卒

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒 404,548

警察職

区 分

-

-

一般行政職

-

大学卒

高校卒

大学卒

270,578

-

316,421

高　校　卒 -

302,762

-

361,874

高　校　卒

経験年数30年

218,993

高　校　卒

大学卒

384,538 407,598

354,243 371,470

-

国

経験年数20年 経験年数25年

高校卒

区 分

中学卒

高校卒

短大卒

大学卒

佐 賀 県

一般行政職

中　学　卒

319,187

小・中学校

教育職
高等学校

大　学　卒

415,308

174,200

大　学　卒

427,944

252,090

285,245

386,950344,570

142,100

177,400

144,700

142,100

133,900

198,700

171,600

198,700

174,100

193,300 202,300

163,300 163,800

技能労務職

305,695
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

(1)一般行政職の級別職員数の状況（平成27年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）１　佐賀県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

(2)昇給への勤務成績の反映状況

　昇給区分について、４段階（Ａ～Ｄ）に設定。勤務成績に基づき、Ｂ区分を標準に昇給区分を決定。なお、Ａ区分について
は、昇任、昇格した職員に適用。

191,200

290,300

４　級

１　級

６　級

５　級

８　級

９　級

７　級

２　級

4.3 413,400

３　級

464,500

263,100

人

450,800366,800

413,300 474,900

１号給の

人

職員数 構成比

17.2

％

40.8

％

14.4

％

348

人

180

人

543

人

1,285

人

452

％人

388,900

397,900

249,400

321,600

最高号給の

給料月額

534,90021

58

140,100

307,500

354,100

区　　分

％

4.0

％

1.8

％

135

人

127

人
本庁の困難な業務を所掌する課長の職務又は相当職

本庁の本部長の職務又は相当職

本庁の副本部長の職務又は相当職

標準的な職務内容

11.1

％

5.7

％

228,000

1　本庁の副課長の職務又は相当職
2　本庁の困難な業務を処理する係長の職務又は相当職

本庁の困難な業務を処理する副課長の職務又は相当職

本庁の課長の職務又は相当職

定型的な業務を行う主事・技師

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事・技師

本庁の係長の職務又は相当職

0.7

給料月額

１級

11.1%

１級

10.2%

１級

6.7%

２級

5.7%
２級

5.5% ２級

5.6%

３級

17.2%
３級

17.1%
３級

18.5%

４級

40.8%
４級

41.4%
４級

40.8%

５級

14.4%
５級

14.7%
５級

18.7%

６級

4.3%

６級

4.8%

６級

4.2%
７級

4.0%

７級

3.9%

７級

3.4%

８級

1.8%

８級

1.8%

８級

1.8%

９級

0.7%

９級

0.6%

９級

0.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成27年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５　職員の手当の状況

(1)期末手当・勤勉手当

千円　

（26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％

・管理職加算　１０％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　( )内は再任用職員に係る支給割合です。

(参考) 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

(2)退職手当（平成27年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 定年・応募認定

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 - その他の加算措置 -

1人当たり平均支給額　 千円 千円 1人当たり平均支給額　

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3)地域手当（平成27年4月1日現在）

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

％ ％

（非公表）

41.325

18

0.07

県内全市町

1.5 0

0.07

国

1,586

263

支給対象地域

10

22,440

541,657

支給対象職員数

平 均 支 給 率

支給実績（26年度普通会計決算）

18

15

49.59

（1.45）

1.50

（0.70）

佐 賀 県

定年前早期退職特
例措置

（2％～20％加算） （割増率2％～45％）

大阪市

49.59

28

25.55625 20.455

34.5825

25.55625

41.325

20.455

49.59

2

6

49.59

49.59

国

佐賀県

5

1

13,053 0

医師・歯科医師

千円

3

10

29.145 34.5825

4

１人当たり平均支給額（26年度）

1.50

（非公表）

（1.45） （0.7）

2.60

15

2.60

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度普通会計決算）

支給率

福岡市

長崎市

4

（注）1　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の
　　　　加重平均の支給率です。
　　　2　宮城県仙台市、石巻市及び気仙沼市にかかる地域手当は、東日本大震災による被災地への派遣職員に対
　　　　し、宮城県の規程に基づき支給されているものです。

49.59

15

福岡県太宰府市

宮城県仙台市 4 4.5

29.145

3

国の制度（支給率）

東京都特別区

3

19

0

3

宮城県石巻市、気仙沼市

15

36,291

円

　懲戒処分を受けた職員以外は、原則として一律適用。

定年前早期退職特
例措置

6/15



（平成27年度版）

(4)特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

34.6

手当の種類（手当数）

-
千
円

災害応急作業等手当

千
円

466

水産振興センターに勤務する職
員

潜水手当

用地交渉従事手当

706
千
円

1回　1,100円以内

日額　840円以内
(業務の区域等により100/100を
限度に加算)

1
千
円

3,343
日額　660円
(午前8時30分前､午後6時以後990
円)

日額　290円

海上における被疑者の追
跡、立入検査、検挙等

正規の勤務時間による勤
務の一部又は全部が深夜
において行われる空港管

災害警備、遭難救助、通
信施設の臨時設置、運
用、保守、鑑識作業等

公共事業に伴う土地、建
物の取得等に係る補償に
関し、所有者等と直接交
渉する業務

坑内等の危険な作業現場
での作業

地上又は水面上10m以上
の足場の不安定な箇所で
行う、公害調査、ダム、
橋りょう、高層建築物等
の建設作業等

種雄の牛、馬、豚の自然
交配、精液の採取作業等

20
千
円

１時間　1,500円以内

千
円

289

4

383

192

従事職員

潜水作業

日額　230円439
千
円

衛生に関する監視、検査
の業務

薬務課に勤務する薬剤師(麻薬取
締員を除く)

麻薬等監視手当

火薬類又は高圧ガスの製
造施設の災害調査作業

支給実績
(26年度決算)

支給実績（26年度普通会計決算）

漁業取締調査手当

特殊現場作業手当

従事職員

畜産試験場に勤務する職員

従事職員

従事職員

土地対策課、農林事務所、土木
事務所等に勤務する職員

異常な自然現象により重大な災
害が発生した現場等における県
土づくり本部に所属する職員、
警察職員

日額　750円爆発物取扱手当

放射線取扱手当

従事職員衛生業務手当

狂犬病予防作業手当 従事職員
予防注射、犬の引き取
り、検診、病性鑑定のた
めの措置、捕獲または薬

71
千
円

日額　360円

日額　280円2

夜間空港管理手当

伝染病の防疫に従事する職員

1,928

X線その他の放射線を人
体に対して照射する作業
等

日額　290円

保健福祉事務所に勤務する診療
放射線技師等

有害物取扱手当

種雄牛馬等取扱手当

高所作業手当

左記職員に対する支給単価

佐賀空港事務所に勤務する職員

千
円

千
円

千
円

千
円

日額　230円

日額　320円以内

日額　450円以内

勤務公署外　日額　700円
勤務公署内　日額　600円

11,918
千
円

県税の賦課、徴収に関す
る業務

県税事務所等に勤務する職員税務手当

教務手当
消防学校、農業大学校等に勤務
する職員

訓練指導、科目の講義、
実習指導等

17,239
千
円

月額　21,400円以内

社会福祉業務手当
中央児童相談所、知的障害者更
生相談所等に勤務する児童福祉
司、知的障害者福祉司等

福祉に関する業務

病害虫防除、指導作業等

保健福祉事務所等に勤務する保
健師等

千
円

日額　600円

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度普通会計決算） 151,143

685,130

伝染病作業手当

精神保健指定医である職員等精神保健福祉業務手当

結核患者家庭訪問手当

1

麻薬等監視業務

伝染病患者等の救護作業
等

千
円

精神障害者の訪問指導、
移送等

結核患者の家庭の訪問、
指導

123

22
千
円

日額　500円以内

円

％

種類

千
円

36

日額　230円

日額　370円以内

182
千
円

千
円

従事職員

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

日額　290円

職員全体に占める手当支給職員の割合

382
千
円

防疫等作業手当 従事職員

①家畜伝染病のまん延防
止作業
②伝染病患者等の救護作
業等

①日額　380円（牛のと殺作業
　に従事した場合380円加算）
②日額　290円
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外国勤務手当

手当の名称

多学年学級担当手当
従事副校長、教頭、主幹教諭、
教諭、助教諭、講師

1,232

授業、指導
(1)3の学年の児童、生徒
で編成されている学級
(2)2の学年の児童、生徒
で編成されている学級

日額　260円

24,602
千
円

勤務1月につき、国の在勤基本手
当の80/100相当、住居手当の
80/100相当、配偶者手当の
80/100相当及び子女教育手当の
100/100相当の合計額

主な支給対象職員

外国を勤務地とする職員

日額　200円以内

日額　560円以内

千
円

13,901
千
円

12,498
千
円

主な支給対象業務
支給実績

(26年度決算)
左記職員に対する支給単価

外国を勤務地とする勤務

犯罪鑑識作業

看守勤務作業

私服員の従事する犯罪予
防及び捜査並びに被疑者
逮捕作業

交通捜査作業

特殊自動車運転作業 日額　560円以内

日額　1,260円以内

日額　560円

25,280
千
円

警ら作業 日額　340円

従事警察職員警務作業手当

3,033
千
円

3,578
千
円

43,596

1時間　1,500円以内

1時間　5,700円以内

1回　1,240円

1回　730円

1体　3,200円以内

日額　1,640円以内

千
円

(1)1件　4,600円
(2)日額　2,600円以内
　(著しく危険な作業2,000円加
算）

日額　1,150円以内

(1)爆発物処理作業
(2)特殊危険物質等に対
して直接行う検知等の作
業

187
千
円

431
千
円

21,314
千
円

農薬を使用する農作物、
森林苗ほ等の病害虫防除
作業、指導作業

生徒の実習又はこれに付
随する業務に夜間に従事
したとき

昼間部授業を本務として
担当する者の行う夜間部
授業、または夜間部授業
を本務として担当する者
の行う昼間部授業

夜間緊急処理作業

従事県立学校職員及び市町立学
校県費負担教職員

従事県立学校職員及び市町立学
校県費負担教職員

従事県立学校職員及び市町立学
校県費負担教職員

千
円

2,258
千
円

-
千
円

-
千
円

5,183
千
円

死体取扱作業

夜間実習勤務手当

兼務職員の特殊勤務
手当

日額　290円
千
円

千
円

千
円

-

23

468 授業1時間当たり　1,310円

1回　4,100円以内

千
円

(1)日額　350円
(2)日額　290円

航空機搭乗作業

有害農薬取扱手当

銃器犯罪捜査作業

41,226

潜水作業

警備艇運転作業

身辺警護等作業

夜間通信指令作業

182
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（注）１　端数処理のため数値が合わないことがある。

　　　　　（手当の種類（手当数）については、伝染病作業手当及び防疫等作業手当を併せて1種類としている。）
　　　３　計数処理の都合上、追給・返納があった場合は実績年度に反映しているため、実際の決算額との相違がある。

(5)時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6)その他の手当（平成27年4月1日現在）

(配偶者がいない場合の１人目)

　管理又は監督の地位にある職員の職のう
ち、規則で指定する職にある者に対して支給
　例）本部長　　　130,300円
　　　副本部長　   94,000円
　　　課長　 　　　70,800円

国の制度と
異なる内容

家畜の伝染病防疫等
家畜保健衛生所の衛生課及び検
査課に勤務する技術員及び業務
技術員

千円832,228

支給実績（26年度普通会計決算）

満16歳になる年度初めから満22
歳になる年度末までの子がいる
場合

1人につき
5,000円加算

借家･借間
　最高限度額　27,000円

701,710

194

176

週休日等に行う入試業務

学校の管理下において行
う週休日等に行う部活動
の指導業務

11,000円

－ 1,640,331 千円

職員１人当たり平均支給年額（26年度普通会計決算）

2,309,709

農業に関する実習指導業
務

港湾管理の巡視業務

鶏ふん乾燥機による乾燥
した鶏ふんの処理作業等

農業技術員

港湾巡視員

農業技術員

牛鶏糞乾燥処理作業
手当

港湾巡視手当

教務実習手当

教育業務連絡指導手当

扶養手当

国の制
度との
異同

同

同

内容及び支給単価

　医療職給料表（一）の適用を受ける職員の
うち採用による欠員の補充が困難であると認
められる職員等に一定期間支給

　最高支給月額　412,200円

職員１人当たり平均支給年額（25年度普通会計決算）

－

家畜保健衛生業務手当

平均支給年額

円

教員特殊業務手当

日額　3,400円

日額　6,400円以内

11

小学校、中学校、高等学校、特
別支援学校に勤務する教諭で規
則で定める主任等の教諭

教務主任、学年主任、生
徒指導主事、進路指導等
の担当業務

千円

日額　2,400円以内

日額　3,400円

支給職員１人当たり

（26年度普通会計決算）

円

千
円

千
円

宿泊を伴うもの又は週休
日等に行う対外運動競技
等の引率指導業務

（26年度普通会計決算）

支給実績（25年度普通会計決算）

2,544,729

修学旅行等の引率指導業
務

学校の管理下において行
う非常災害時等の緊急業
務

支給実績

46,589－ 千円 1,035,307

従事教育職員

千
円

23

27,157
千
円

千
円

22,447

353,221

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

-

円272,497

日額　250円

日額　190円
千
円

-

千
円

155

千
円

45,347

支給実績
(26年度決算)

左記職員に対する支給単価

円

千
円

千
円

63 日額　300円

779,614－

手　当　名

月額　6,200円

日額　200円

13,000円

初任給調整手当

管理職手当

配偶者

上記以外

住居手当 同

同 244,097
6,500円

日額　900円

　　　２　伝染病作業手当については、平成26年12月19日から防疫等作業手当に改正している。
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　宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務した場
合に支給
　一般の宿日直　 　　  4,200円
　特殊な業務等の宿直
　　　　　支給限度額　30,000円

　管理職手当支給対象職員等が臨時又は緊急
の必要性等により週休日等に勤務した場合に
支給
　例）本部長　　12,000円　
　
　　　副本部長　10,000円
　　　課長　 　　8,000円

千円同

同

同

国の制
度との
異同

・交通機関利用者
　　支給限度額       55,000円
・交通用具使用者
　　支給限度額
　　　自動車･バイク　38,400円
　　　自転車　　　　 20,900円
・特別急行列車等利用者
　　加算限度額　　　 20,000円

　武力攻撃事態等における国民の保護のため
の措置に関する法律第154条に規定する職員
で住居又は居所を離れて県の区域内に滞在す
るものに対して支給
　滞在した期間及び利用施設の区分に応じた
額（日額3,970円～6,620円）

 公署を異にする異動等に伴い転居し、やむ
を得ない事情により配偶者と別居し、単身で
生活することを常況とする職員に支給
　定額　　　　23,000円
　加算限度額　45,000円

 生活の著しく不便な地に所在する公暑に勤
務する職員に給料及び扶養手当の合計額に一
定割合を乗じて支給
　準ずる手当　　　5％
　2級地　　　　　 8％

3,779

（26年度普通会計決算）

同

　災害対策基本法第32条第1項に規定する職
員で住居又は居所を離れて県の区域内に滞在
するものに対して支給
　滞在した期間及び利用施設の区分に応じた
額（日額3,970円～6,620円）

－

国の制度と
異なる内容

　高等学校の農業・工業に関する課程で実習
を伴う科目を主として担当する教員（副校
長、教頭、主幹教諭、教諭、助教諭、常勤講
師）に支給
「給料月額+教職調整額」×5％（定時制通信
教育手当受給者は3％）

　改良普及員等が普及指導等に従事した場合
に給料月額に一定割合を乗じて支給
　専門技術員　6％(3％)
　普及員　　　8％(4％)
※（ ）内は、管理職員にかかる率

　祝日法における休日等において正規の勤務
時間中に勤務した場合に支給
1時間当たりの給与額×1.35×時間数

内容及び支給単価

　正規の勤務時間として午後10時から翌日の
午前5時までの間に勤務した場合に支給
　１時間当たりの給与額×0.25×時間数

千円

千円

千円

千円

千円

円

円

15,878

（26年度普通会計決算）

平均支給年額

円

円

支給職員１人当たり

－ 25,099 千円 16,611 円

支給実績

千円 円

円

円

円

円

92,094

149,380

299,161

389,069

332,571

106,392

円

36,797

51,881

-

休日勤務手当

夜間勤務手当

1,412,887

本県の交通
事情を考慮
して自動
車・バイク
における支
給単価を設

定

－

－

－

－

通勤手当

単身赴任手当

特地勤務手当

農林漁業普及指
導手当

千円

同

同

一部
異なる

千円

-

-

201,547

千円

-

手　当　名

126,446

372,704

1,167

64,092

宿日直手当

管理職員特別勤
務手当

災害派遣手当

武力攻撃災害等
派遣手当

産業教育手当
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５ 特別職の報酬等の状況（平成27年4月1日現在）

円

円

円

円

円

（26年度支給割合）

月分

（26年度支給割合）

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

119万円×在職月数×0.55 3,142万円 任期毎

 94万円×在職月数×0.38 1,715万円 任期毎

（注） 　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

　勤めた場合における退職手当の見込額です。

手　当　名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
支給職員１人当たり

平均支給年額
（26年度普通会計決算） （26年度普通会計決算）

議 員

副 知 事

760,000

　定時制又は通信制の課程を置く高等学校の
校長、副校長、教頭、本務職員（主幹教諭、
教諭、養護教諭、助教諭、養護助教諭、常勤
講師、実習助手）に支給
「給料月額+教職調整額」×5％（管理職手当
受給者は4％）

　8,000円を超えない範囲で職務の級号給に
応じて規則で定める額を教育職員に対し支給

　交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条
件に恵まれない山間地、離島等に所在する学
校に勤務する職員に「給料月額+調整額+教職
調整額+扶養手当」の合計額に一定割合を乗
じて支給
　準ずる手当　　　4％
　準ずる学校　　　4％
　1級地　　　　　 8％
　2級地　　　　　12％
　3級地　　　　　16％
  4級地　　　　　20％

1,190,000知 事

940,000

議 長

3.10

備　　　　　考

知 事

3.10副 知 事

820,000

知 事

議 員

給料月額等

千円

549,781

30,781

65,492へき地手当

定時制通信教育
手当

義務教育等教員
特別手当

退
職
手
当

円

円

円

64,415

213,754

378,569

千円

千円

副 議 長

区 分

副 知 事

副 議 長

940,000

議 長

期
末
手
当

給
料

報
酬
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６ 職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）
　 区　　分

部　　門

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

800

議 会

税 務

平成27年

505

高等学校等
教育

その他

8

28

7

業務増(134)、その他の増(6)、事務の統廃合縮小
(▲131)、その他の減(▲1)

6

188

人） 1,552

2

▲ 11

371

1,549 人） 

その他

1,959

衛 生

平成26年

292

29

5,725

359

591

農 水

土 木

総 務

3,017

48

▲ 1

事務の統廃合縮小(▲1)

028

その他の増(1)、事務の統廃合縮小(▲2)

7

業務増(8)、その他の増(5)、事務の統廃合縮小(▲
8)、その他の減(▲3)

25

583

20

（参考：人口10万人当たり職員数

計

労 働

369

800

普

通

会

計

部

門

331

一
般
行
政
部
門

民 生

25

114

▲ 1

2,085 2,078

331

13,14813,128

[   14,284   ］[   14,284   ］
（参考：人口10万人当たり職員数

民間等委託(▲11)

1,667

▲ 17

小　　計

警
察
部
門

8,141

小　　計

1,690

18

（参考：人口10万人当たり職員数

36

計

学校教育以外
の教育部門

0

365

商 工

514

業務増(6)、その他の増(6)、事務の統廃合縮小(▲
3)、その他の減(▲3)

業務増(3)、その他の増(10)、事務の統廃合縮小
(▲5)、その他の減(▲6）

9

主な増減理由

業務増(27)、その他の増(5)、事務の統廃合縮小
(▲22)、その他の減(▲1)

合　　計

23

業務増(297)、その他の増(5)、事務の統廃合縮小
(▲300)、その他の減(▲2)

23

義務教育 5,715

その他の増(23)

0

▲ 10

13,123

356

▲ 11

47

職 員 数

113

対前年
増減数

0

2

0

1,982

8,124

292

31

公
営
企
業

病院

警察官

教
育
部
門

計

13,092

▲ 7
業務増(9)、その他の増(29)、法令等の改廃(▲
2)、事務の統廃合縮小(▲52)、その他の減少(▲1)

2,992 人） 

会
計
部
門

186
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(2)年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）

　

(3)職員数の推移 （単位：人・％）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数（東部工業用水道局の職員を含む）。

～

1,660

平成27年

24歳

過去５年間

人

55歳

36歳

人

933

年度

20歳 28歳

～ ～

32歳

35歳

～ ～

23歳 27歳

人

～

40

～

1,833

47歳

▲ 113

の増減数（率）

一般行政

総合計

59歳

20歳

人

39歳

公営企業等会計計

警察

人

部門別

以上

人

43歳

44歳

▲ 21413,123

56歳 60歳

普通会計計

人

1,663

人 人

48歳

1,006

13,148

191

(▲2.0%)

1,421

3,017

～

(▲1.6%)

13,148

(2.5%)

8,124

1,933

(▲67.9%)

481,982

(▲3.6%)

(▲1.8%)▲ 149

人

40歳

計

13,244

▲ 53

▲ 267

51歳

13,206 13,149 13,128

8,273 8,222

25

1,956

52歳

1,109

～

1,959

平成25年 平成26年

31歳

教育

人

3,130 3,011 3,012 2,993 2,992

983376

8,202 8,155 8,141

1,934 1,945 1,942

未満

区　分

職員数

13,337 13,178

人

～

人

平成22年 平成23年 平成24年

13,156 13,104 13,092

78 66 50 45 36

13,415

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

構成比

５年前の構成比

60

歳

以

上

56

｜

59

44

｜

47

40

｜

43

36

｜

39

32

｜

35

24

｜

27

28

｜

31

20

｜

23

20

歳

未

満

48

｜

51

52

｜

55
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８　公営企業職員の状況
(1)工業用水道事業

①職員給与費の状況

 ア 決算 （参考）

（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成27年3月31日現在の人数です。

 イ 特記事項　　　　なし

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成27年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（26年度） １人当たり平均支給額（26年度）

千円　 千円　

（26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　10％ ・管理職加算　10％

 イ 退職手当（平成27年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 - その他の加算措置

1人当たり平均支給額　　　　(退職者無) 1人当たり平均支給額　 千円 千円

（注）１　佐賀県（公営企業職員）の１人当たり平均支給額については、支給対象者が１人のため、記載していません。

（注）２　佐賀県（一般職）の１人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額です。

職員数

人

26年度

26年度
5,226

398,556

(B)

％

1.502.60

361,236

区　分 実質収支

(A)

49.59

49.59

41.325

20.455

佐賀県　（公営企業職員）

2.60 1.50

基本給

純利益又は

％

　　　　　　(B)/(A)

千円

平均年齢

千円

佐賀県　（公営企業職員）

526,893

一人当たり
給与費(B)/(A)

22,440

49.59

25.55625

263

49.59

34.5825 29.145

49.59

41.325

佐賀県　（一般職）

1,586

25.55625

給　 料

千円

1,615

6,323

佐賀県　（一般職）

一人当たり給与費

11,305

(A)

給 与 費

千円

区　分

8,088 14.0

27,728

千円

職員手当

区 分

団 体 平 均

34.5825

都道府県平均

7

43.4

45.4

佐賀県（公営企業職員）

6,64844,259

千円 千円

計　　(B)

552,664

総費用に占める

　　　　　千円

職員給与費比率

定年前早期退職特
例措置

（2％～20％加算）

341,738

平均月収額

職員給与費総費用

55,988 14.4

期末・勤勉手当

千円

（2％～20％加算）

定年前早期退職特
例措置

25年度の総費用に占
める職員給与費比率

-

49.59

29.145

20.455
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ウ 特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

支給総額（26年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 ％

手当の種類（手当数） 種類

（注）高圧電気管理手当の支給実績は440円です。

 エ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

 オ その他の手当（平成26年4月1日現在）

（注）管理職手当及び管理職特別勤務手当の支給実績及び支給職員1人当たり平均支給年額については、支給対象職員が1名のため、記載していません

1人につき
5,000円加算

満16歳になる年度初めから満22
歳になる年度末までの子がいる
場合

(配偶者がいない場合の１人目)

借家・借間
　最高限度額　  　 27,000円

交通機関利用者
　支給限度額       55,000円
交通用具使用者
　支給限度額
　　自動車･バイク　38,400円
　　自転車　　　　 20,900円
特別急行列車等利用者
　加算限度額　　　 20,000円

　管理又は監督の地位にある職員の職のう
ち、規程で指定する職にある者に対して支給
　事務所長　　　　94,000円

支給実績
（26年度決算）

-

978 千円

千円-

744

千円

千円

内容及び支給単価

13,000円

11,000円

6,500円

-

高所作業手当

特殊現場作業手当

214

一般行政職
の制度と異
なる内容

職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

支給実績（25年度決算）

一般行政職
の制度との

異同

支給実績（26年度決算）

958

1,496

825

支給職員１人当たり

4

（26年度決算）

-

57

3

-

日額　660円
(午前8時30分前､午後6時以後990
円)

日額　300円

日額　320円以内

195,600同 円

主な支給対象業務
支給実績

(26年度決算)

同 - -

日額　220円

円

同 - 106,316 円

3
千
円

公共事業に伴う土地、建物の
取得等に係る補償に関し、所
有者等と直接交渉する業務

交通量の多い道路で交通を遮
断することなく行う作業

地上又は水面上10m以上の足
場の不安定な箇所での建設工
事又は改修工事作業等

高圧遮断器の投入、限流
ヒューズの取り外し、高圧パ
スの投入等

-
千
円

0
千
円

手　当　名

管理職手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

配偶者

上記以外

主な支給対象職員

従事職員

従事職員

従事職員

従事職員用地交渉従事手当

手当の名称

管理職員特別勤
務手当

　管理職手当支給対象職員等が臨時又は緊急
の必要性等により週休日等に勤務した場合に
支給
　例）事務所長　10,000円

千円 - 円同 --

-
千
円

左記職員に対する支給単価

平均支給年額

円

高圧電気管理手当

同

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 137
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